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日本における農業法人化の展開とその分布特性

Development of Agricultural Production Companies and Distribution 

Characteristics in Japan

岡田　登1 

OKADA Noboru

Ⅰ　はじめに

　1999年の食料・農業・農村基本法下で政策的に農業の担い手確保と農業法

人化が推進されたこともあり，農業法人の経営実態に関する研究が各分野か

ら進められている。一般的に農業法人は経営資本と共に農地と労働力を増加

させ，生産性と収益性を向上させることで経営規模を拡大している（陳ほか，

2005；中村，2019）。また，農業法人の中には農産物加工や直売所の運営等，

事業内容を多角化しているケースもある（伊藤，2020）。このように多様化す

る農業法人の経営実態に関して，南石（2021）は，各種データを活用することで，

経営者のプロフィールや財務状況，事業展開，経営方針等を詳細に分析してい

る。

　全国的に農業法人化が進行する中で，地域的な設立状況に関しても研究が進

められている。岡田（2016）は，農業法人を含めて野菜生産を行なう組織を

野菜生産組織とし，野菜生産組織の地域的な分布特性を市区町村単位で検討し

ている。これによれば，都市部では野菜生産組織が多く小規模経営の傾向にあ

り，農村部では野菜生産組織は少ないが大規模経営の傾向を示している。岡田
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（2020）は，農地所有適格法人2が北海道，東北地方，関東・東山地方，北陸

地方，九州・沖縄地方に多く存在しており，米麦生産では農作業受託事業、野

菜生産では貯蔵・運搬・販売事業および製造・加工事業に事業展開している

ことを指摘している。岡田（2021a；2021b）は，九州地方で国営土地改良

事業の実施地区が多い県において農業法人が多く設立されており，このうち

鹿児島県では畑地かんがい事業を契機として自治体から独立した営農推進組

織が設立されたことで，農業法人化が進行したことを明らかにしている。また，

2009年に農外企業が一般法人として農地リース方式で農業分野へ参入するこ

とが全面自由化されたため，企業による農業参入の状況も分析されている。大

仲（2018）は，三大都市圏やその隣接県では消費市場からの近接性と自治体

の支援政策によって，農外企業の農業参入が進行していることを明らかにして

いる。柏木（2019）と後藤（2019）は，農外企業が設立した植物工場が大都

市圏だけではなく地方圏でも多く立地していることを示している。

　一方，政府によって農業法人化が推進されるに伴い，農林水産省の農林業

センサスでは，農業経営の実態を的確に把握する見地から調査方法が変更さ

れた。2000年まで農家という世帯を対象とした調査が主であったが，2005年

以降は個人，組織，法人等の多様な担い手を一元的かつ横断的に捉えるため

に，農林業経営体が調査対象になった。なお，農林業経営体とは，「（ア）農林

産物の生産を行うか，又は委託を受けて農林業作業を行い，（イ）生産又は作

業に係る面積・頭羽数が一定規模以上の農林業生産活動を行う者」とされてい

る。これによって法人経営体3に関するデータも加えられており，2005年から

2020年までの15年間，4回の調査結果から農業法人経営の実態を追うことが

可能となった。そこで，本研究では農林業センサスのデータを基に，日本にお

いて耕種農業の作物別に担い手が農家から農業法人へと移行する状況を捉え，

その分布特性を明らかにする。

2　農家は単独または集落営農を組織して経営規模を拡大し，農事組合法人や株式会社等を設立して
農業法人化している。この場合には農業法人は農地所有適格法人として農地所有方式で農業経営して
いる。また，農地所有適格法人は農地の所有だけでなくリースもできる。

3　農業経営体のうち法人化して事業を行う者をいう。
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Ⅱ　日本における耕種農業の農業法人化の展開

　日本における農業経営体数と法人経営体数の2005年から2020年までの推移

をみると，農業経営体数は2,009,380から1,075,705まで減少しているが，法

人経営体数は19,136から30,707まで増加している（図1）。このため農業経営

体全体と法人経営体の経営内容を比較することで，これらにどのような差異が

生じているのかを確認する。

　1．農業経営体の経営内容の変化

　まず，日本において経営組織別に農業経営体数をみると，2005年には単一

経営体数が1,367,854であり，農業経営体数全体の77.7％を占めている（表1）。

2020年には単一経営体数が798,771と2005年比の58.4％であるが，準単一複

合経営体数も126,827と同年比の42.3％，複合経営体数も52,612と同年比の

56.4％になっているため，単一経営体数の割合は81.7％まで増加している。と

図1　日本における農業経営体数と法人経営体数の推移
（岡田2021aより引用）
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くに2005年から2020年にかけて耕種農業のうち麦類，雑穀・いも類・豆類，

露地野菜，施設野菜，果樹類，花き・花木で，農業経営体全体に占める単一経

営体の割合が増加傾向にある。このように農業経営体では作物の単一経営化が

進行している。

　つぎに，日本において作物別に農業経営体数とその作付（栽培）面積をみ

ると，2005年から2020年にかけて各作物を作付（栽培）する農業経営体は減

少している（表2）。とくに2020年までに農業経営体数は稲で693,356，野菜

類で233,657減少しており，これら以外の作物も2005年比で28.0％～ 60.0％

まで減少している。また，作付（栽培）面積は麦類で22,593ha，雑穀で

28,032ha，豆類で17,889ha増加しているが，多くの作物で減少傾向にある。

表1　日本における経営組織別にみた農業経営体数
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　さらに，日本において経営組織の販売金額別に農業経営体数をみると，

2015年から2020年にかけて年間の販売金額1千万円以上の農業経営体数とそ

の割合が全体的に増加している（表3）。このうち稲作，雑穀・いも類・豆類，

工芸作物，露地野菜，施設野菜，果樹類では販売金額3億円以上の農業経営体

が増加しており，とくに野菜生産では2020年に同金額以上の農業経営体数が

露地野菜と施設野菜を合わせて160に達している。一方，2015年から2020年

にかけて販売金額1千万円未満の農業経営体数とその割合が全作物で減少して

表2　日本における作物別にみた農業経営体数と作付(栽培)面積
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ことから，耕種農業では小規模の農業経営体が減少して，農業経営体の大規模

経営化が進行している。

　2．法人経営体の経営内容の変化

　まず，日本において経営組織別に法人経営体数をみると，2005年には単一

経営体数が11,142と法人経営体数全体の82.8％を占めており，農業経営体の

表3　日本における経営組織の販売金額別にみた農業経営体数
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単一経営体の割合よりも高い（表4）。2020年には単一経営体数が21,480と

2005年比の192.8％となっているものの，準単一複合経営体数も4,215と同年

比の283.8％，複合経営体数も2,257と同年比の271.3％となっているため，単

一経営体数の割合は76.8％まで減少している。しかし，2005年から2020年に

かけて多くの作物では畜産と比較して単一経営体数が増加傾向にあり，稲，麦

類，露地野菜，施設野菜，果樹類では農業経営体数全体に占める単一経営体数

の割合も増加している。このように法人経営体でも作物の単一経営化が進行し

ている。

　つぎに，日本において作物別に法人経営体数と作付（栽培）面積をみる

表4　日本における経営組織別にみた法人経営体数
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と，2005年から2020年にかけて各作物を作付（栽培）する法人経営体数は増

加している（表5）。とくに2020年までに法人経営体は稲で8,570，野菜類で

6,412増加しており，これら以外の作物も2005年比で123.0％～ 411.9％まで

増加している。また，2005年から2020年にかけて作付（栽培）面積は稲で

174,070ha，麦類で65,303ha増加しており，これら以外の作物も2005年比で

151.7％～ 685.9％まで増加している。

　さらに，表3から日本の作物の中でも農業経営体の大規模経営が進行してい

る稲，工芸農作物，野菜類，果樹類，花き類・花木を取り上げて，作物別に農

表5　日本における作物別にみた法人経営体数と作付(栽培)面積
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業経営体数に占める法人経営体数の割合をみる（図2）。これによれば，2005

年から2020年にかけて花き類・花木は2.2％から5.2％，工芸作物は1.0％から

4.5％，野菜類は0.7％から3.5％，果樹類は0.5％から1.6％，稲は0.2％から1.7％

まで増加しているが，その割合は10％未満である。一方，日本において作物

別に農業経営体の作付（栽培）面積に占める法人経営体のその割合をみると，

同じく2005年から2020年にかけて花き類・花木は10.3％から21.7％，工芸作

物は5.5％から15.7％，野菜類は4.7％から16.6％，稲は2.3％から16.0％，果

樹類は2.2％から5.8％まで増加しているため，大規模経営化が確認できる（図

3）。すなわち，全ての作物で法人経営体数と作付（栽培）面積は増加しており，

このうち稲，工芸農作物，野菜類，花き類・花木では法人経営体の作付（栽培）

面積が農業経営体全体の15％以上を占めるようになっている。

図2　日本における作物別にみた法人経営体の割合
（農林業センサスにより作成）
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Ⅲ　都道府県別にみた耕種農業の農業法人化の展開

　2020年の法人経営体による全作物の作付（栽培）面積は505,281haで，1

都道府県当たり10,751ha，農業経営体全体の19.7％を占めている。2020年の

都道府県別に農業経営体と法人経営体の作付（栽培）面積の関係性を，とくに

農業経営体の大規模経営が進行している作物でみると，その相関係数は稲で

0.82，工芸作物で0.98，野菜類で0.94，果樹類で0.7，花き類・花木で0.83であり，

農業経営体の作付（栽培）面積が広い都道府県においては，法人経営体のそれ

も広い傾向にある（図4）。一方，2020年の都道府県別に法人経営体の作付（栽

培）面積と農業経営体全体に占めるその割合との関係性をみると，相関係数は

稲で0.55，工芸作物で0.02，野菜類で0.16，果樹類で0.13，花き類・花木で0.68

図3　日本における作物別にみた法人経営体の作付（栽培）面積の割合
（農林業センサスにより作成）



商　経　論　叢（第 73 号） 11

図4　都道府県別にみた農業経営体と法人経営体の作付（栽培）面積の関係性（2020年）
（農林業センサスにより作成）
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であり，稲と花き類・花木である程度の相関はみられるが，全体的には関係性

が弱い。

　つぎに，2020年の都道府県別に法人経営体による各作物の作付（栽培）

面積と農業経営体全体に占めるその割合の分布をみる。稲の作付面積は

205,697haで，1都道府県当たり4,377ha，農業経営体全体の16.0％を占めて

いる。これらの数値を超えているのは，岩手県，新潟県，富山県，石川県，福

井県，長野県，岐阜県，愛知県，三重県，滋賀県，島根県，広島県，福岡県，

図５　都道府県別にみた法人経営体による稲の作付面積と割合（2020年）
（農林業センサスにより作成）
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佐賀県の14県であり，とくに北陸地方，東海地方，中国地方，九州地方北部

で稲生産の農業法人化が進行している（図5）。

　工芸作物の作付（栽培）面積は18,865haで，1都道府県当たり401ha，農

業経営体全体の15.7％を占めている。これらの数値を超えているのは，北海道，

宮崎県，鹿児島県の3道県だけである（図6）。また，野菜類の作付（栽培）面

積は44,015haで，1都道府県当たり936ha，農業経営体全体の16.6％を占めて

いる。これらの数値を超えているのは，北海道，青森県，岩手県，静岡県，香

川県，熊本県，宮崎県，鹿児島県の8道県であり，工芸作物と同様に三大都市

図６　都道府県別にみた法人経営体による工芸農作物の作付（栽培）面積と割合（2020年）
（農林業センサスにより作成）
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圏からの遠隔地で農業法人化が進行している（図7）。

　果樹類の作付（栽培）面積は7,375haで，1都道府県当たり157ha，農業経

営体全体の5.8％を占めている。これらの数値を超えているのは，北海道，岩

手県，埼玉県，長野県，静岡県，広島県，高知県，大分県，沖縄県の9道県で

ある（図8）。また，花き類・花木の作付（栽培）面積は5,102haで，1都道府

県当たり109ha，農業経営体全体の21.7％を占めている。これらの数値を超え

ているのは，北海道，岩手県，茨城県，群馬県，埼玉県，千葉県，三重県，熊

本県，鹿児島県，沖縄県の10道県であり，果樹類と同様に北海道から沖縄県

図７　都道府県別にみた法人経営体による野菜類の作付（栽培）面積と割合（2020年）
（農林業センサスにより作成）
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にかけて広域的に農業法人化が進行している（図9）。

　以上のことから，2020年に法人経営体による各作物の作付（栽培）面積が

広く，農業経営体全体に占めるその割合が高い都道府県の分布は表6のように

なる。各作物を横断的に捉えると，日本では大都市圏よりも地方圏において農

業法人化が進行している。このうち工芸農作物，野菜類，果樹類，花き類・花

木に関しては，北海道，東北地方，九州・沖縄地方のような三大都市圏からの

遠隔地で，稲に関しては北陸地方，東海地方，中国地方で農業法人化が進行し

ている。

図８　都道府県別にみた法人経営体による果樹類の栽培面積と割合（2020年）
（農林業センサスにより作成）
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図９　都道府県別にみた法人経営体による花き類・花木の作付（栽培）面積と割合（2020年）
（農林業センサスにより作成）

Ⅳ　おわりに

　本研究では農林業センサスのデータを基に，日本において耕種農業の作物別

に担い手が農家から農業法人へと移行する状況を捉え，その分布特性を明らか

にした。2005年から2020年にかけて日本では農業経営体数全体が2,009,380

から1,075,705まで減少しているのに対して，法人経営体数は19,136から

30,707まで増加している。法人経営体は大規模経営化とともに作物の単一経

営化を図っており，その作付（栽培）面積を増加させている。このうち稲，工
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表6　都道府県別にみた法人経営体による各作物の作付（栽培）面積と割合（2020年）
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芸農作物，野菜類，花き類・花木ではとくに大規模経営化が進行しており，

2020年に法人経営体の作付（栽培）面積が農業経営体全体の15％以上を占め

ている。

　2020年の農業経営体と法人経営体による作物別の作付（栽培）面積の関係

性をみると，農業経営体の作付（栽培）面積が広い都道府県において，法人経

営体のそれも広い傾向にある。一方，2020年の都道府県別に法人経営体の作

付（栽培）面積と農業経営体全体に占めるその割合との関係性は全体的に弱い

傾向にあるため，これらを都道府県別の分布として広がりをみると，日本では

大都市圏よりも地方圏において農業法人化が進行している。このうち工芸農作

物，野菜類，果樹類，花き類・花木では三大都市圏からの遠隔地において，稲

では北陸地方，東海地方，中国地方において農業法人化が進行している。

　以上のことから，2000年代に日本の耕種農業では急速に農業法人化が進行

しており，農業法人は作物を専門化させながら成長し，地域農業の重要な担い

手となりつつある。農業法人化の分布特性としては，第1に各都道府県で農業

経営体と法人経営体の作付（栽培）面積が相関していること，第2に法人経営

体の作付（栽培）面積率は三大都市圏からの遠隔地で高いことである。このこ

とから，地方圏では大都市圏と比較して都市化の影響が少ないため，農業法人

が農地集積と経営規模拡大を行ないやすく，農業の担い手が農家から農業法人

へと急速に移行していると推察できる。
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